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１．１㎞メッシュ別でみた 2050 年の人口増減状況（ブロック別） 
 

 

【留意事項】 

１． 全国的な傾向を把握するため、一定の仮定の下に全国一律の方法で試算

したものであり、メッシュごとの地域特性については、限られた部分し

か反映されていない。また、現実の将来人口の動向は、今後の状況変化

や政策により変わるものである。 

２． 試算の方法の詳細は、「1 ㎢毎の地点（メッシュ）別の将来人口の試算方

法について」

（http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000044.ht

ml）を参照。 

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000044.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000044.html
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（注）福島県内の市区町村別・メッシュ別将来人口の試算は、国立社会保障・人口問
題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（2008 年 12 月）の仮定値を参考に作成し
ている。（なお、県全体の合計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別
将来推計人口」（2013 年３月）の仮定値を参考に作成している。） 
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２．生活関連サービス・シミュレーションの推計方法 
 
（１）分析対象施設 

対象とする都市的サービスを提供する施設は、日常生活施設と高度施設に分類し、

医療、商業、交通、教育、金融の機能が含まれるようにするとともに、国土数値情報

で提供されている施設、過去に国土政策局が整備した施設、その他、文献等で把握可

能な施設を分析対象とした。対象施設は下表の通り。  

表-1 日常生活施設の対象施設 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※食料品店：NTT 情報開発株式会社の作成した電話帳に掲載の食料品を扱う店舗 

表-2 高度施設の対象施設 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
    

       
※特定機能病院：高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び評価、高度の医療に関す

る研修に関する医療機関 
※救命救急センター：二次救急で対応できない複数診療科領域の重篤な患者に対し高度な

医療技術を提供する三次救急医療機関 

※地域医療支援病院：一次医療を担う「かかりつけ医」を支援し、専門外来や入院、  

 救急医療など地域医療の中核を担う体制を備えた医療機関 

分類 対象施設 選定理由 データ 

医療 
内科 日常的な受診を想定した診療科として選

定 

国土数値情報「医療施

設」（H22 時点） 小児科 

商業 

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ ・日常的な買い物の品揃えのレベルを想

定して選定 

・中山間地域で利用可能性がある食料品

店を含む 

国土政策局整備データ

（H22 時点） 食料品店 

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ 

交通 

ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ ・小さな拠点の中核的機能 

・中山間地域の交通拠点として選定 

・国土数値情報で整備されており全国的

に活用可能 

国土数値情報「燃料給

油所」（H22 時点） 

駅 国土数値情報「駅」 

（H25 時点） 

バス停 

 

国土数値情報「バス停」

（H22 時点） 

教育 

小学校 ・小さな拠点の中核的機能 

・義務教育である小学校、中学校を対象 

国土数値情報 

「公共施設」 

（H18 時点） 

中学校 

金融 

郵便局 ・小さな拠点の中核的機能 

・国土数値情報で整備されており全国的

に活用可能 

国土数値情報 

「郵便局」 

（H25 時点） 

分類 対象施設 選定理由 データ 

医療 

高度医療施設 高度医療を提供する施設として特定機能病

院と救命救急ｾﾝﾀｰを「高度医療施設」とし

て選定 

厚生労働省 

ホームページ 

（H22 時点） 

地域医療支援

病院 

二次医療圏の中核施設である地域医療支援

病院を選定 

商業 

百貨店 

 

商業施設の最高レベルとして百貨店を選定 日本百貨店協会ホ

ームページ 

（H22 時点） 

大型小売店 

 

大型小売店のうち比較的機能が高いと想定

される 20,000m2 以上の店舗を選定 

東洋経済新報社 

「全国大型小売店

総覧 2011 年版」 

（H22 時点） 



65 

（２）到達圏域の算出  

分析対象の施設種類毎に、2010 年時点で人口が存在するメッシュから最寄り施設ま

での所要時間及び距離を算出した。所要時間及び距離を算出するために、デジタル道路

地図（DRM）を活用した。日常生活施設は、徒歩・自転車でのアクセスを想定し、高度

施設は自動車でのアクセスを想定して所要時間及び距離の算出方法を検討した。具体的

な算出方法は以下の通り。  

 

表-3 所要時間及び距離の算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4  所要時間及び距離の算出に活用したデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分 類 想 定 算出方法 

日常生活施設 

徒歩で施設までアクセス 

 

・メッシュからの距離が最短となる

施設を最寄り施設とし、施設までの

距離を算出。 

高度施設 

施設まである程度の距離があ

るため、自動車で施設までアク

セス 

・メッシュからの所要時間が最短と

なる施設を最寄り施設とし、施設が

立地するメッシュまでの所要時間

を算出。 

・所要時間の算出に当たり、DRM の規

制速度を活用。 

分 類 概 要 

日常生活施設 

高度施設 

・表 1 及び表 2 で定義した日常生活施設及び高度施設の座標（緯度・経

度） 

道路 

ネットワーク 

・DRM2203（H22 年時点）の全道路ネットワーク 

・規制速度データ 
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３.サービス施設の立地する確率が 50～80％となる自治体の 

人口規模 
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